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2024中期経営計画の目標

*1 調整後営業利益から買収に伴う無形資産等の償却費を足し戻し、持分法損益を加算して算出した指標
*2 株式分割(2024年7月1日効力発生予定 10%-14% 1.2兆円)前の株式数で計算
*3 コアFCF＝営業CF－設備投資

(2024年4月26日時点 https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2024/04/0426/f_0426pre.pdf)
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研究開発でフォーカスする価値領域

ウェルビーイングを実現する3つの価値領域を設定して研究開発を推進

*1: Inglehart, R., Foa, R., Peterson, C. & Welzel, C. (2008). “Development, Freedom and Rising Happiness: A Global Perspective 1981-2006.”

日立の研究開発がフォーカスしている価値領域 Urban Well-beingの4要素

健康 安心・安全

選択多様性

「選択肢があり自己決定できている感覚」の増減が主観的ウェル
ビーイングの増減と強い相関(相関係数0.71)がある (Inglehart 
et. al., 2008)*1

「幸福」の基礎条件を満たすための価値

多様で個別な「幸福」を実現するための価値

フォーカスする価値領域
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【事例】エビデンスに基づく介護予防：EBPMビジネスプラットフォーム

 EBPM支援サービス：個人情報を秘匿しつつKDBとPHRから、AIで介護予防事業効果を測定
 PFS型介護予防事業支援サービス：事業効果測定とあわせて成果連動型予防サービスを提供

委託 PFS型
事業委託 再委託

KDB PHR

3～5年後の
生活習慣病リスク予測
要介護リスク予測秘匿情報管理サービス

住民

サービス 1

予防勧奨

・ハイリスク群抽出
・サービス選定支援
・事業効果測定

EBPM支援
サービス

PFS型介護予防事業
支援サービス

自治体 
(都道府県・市区町村) 

ウェルネス企業 PHRKDB

サービス提供

個人への介護/生活習慣病予防サービス改善・レコメンド
個人への疾病リスク/改善効果の可視化

EBPMの推進
介護費の抑制

EBPMビジネスプラットフォーム
匿名バンク Risk Simulator

説明できるAI

サービス 2

日立製作所

KDB: 国保データベース, PHR: Personal Health Record, EBPM: Evidence-based Policy Making
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3.2兆円

推計では2034年の介護費14.5兆円、医療費21.5兆円

介護費/医療費の見通し

適切なフレイル/認知症予防が日本全国で実施された
場合、介護費3.2兆円/年(－22%)、医療費320億円
/年(－0.1%)抑制

介護予防による抑制効果

生活習慣病予防による抑制効果
幼少時からの教育・啓発を含む長期の一次予防、特定
保健指導を通した二次・三次予防により、医療費750億
円(－0.3%)抑制

予防による介護費/医療費抑制の期待額(2034年)

320億円620億円130億円
生活習慣病
一次予防

生活習慣病
二次・三次予防

介護予防
一次予防

出典: 「経済産業省におけるヘルスケア産業政策について」 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/01metihealthcarepolicy.pdf

介護予防の潜在的インパクトは大きいが、予防参加率向上には行政リソース不足対策が不可欠

=医療費 =介護費

【事例】エビデンスに基づく介護予防：解決する社会課題
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https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/01metihealthcarepolicy.pdf
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【事例】エビデンスに基づく介護予防：ロジックモデル

：人/社会への影響 ：企業/その他への影響

インプット アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 最終アウトカム / 社会像

研究開発 日立製作所
EBPMビジネスPF

PFS型予防サービ
スモデルの開発

【パートナー】
自治体

要介護リスク推定
AIの開発

【活用技術】
説明できるAI

【活用技術】
根拠データ管理

【活用技術】
秘匿情報処理

KDBとPHRを秘匿し
たまま突合/匿名化
する技術の開発

【行政】
PFS型の介護予防事業の効
果を測定できるようになって
いる(測定可能な事業割合
**%)

【高齢者】
効果のある予防活動に
参加する機会が増えて
いる(効果検証済みの
予防事業割合*%)

【介護予防事業者】
良質な予防サービスが
増えている

【高齢者】
年代ごとのフレイル状態
の人が*%減少している

【行政】
効果的な予防の普及
が加速している
(予防参加率2027年
比**％)

【行政】
社会保障費が抑制さ
れている
(予防による抑制費*万
円/人/年)

【高齢者】
2040年に要介護3以
上になる平均年齢が**
年後ろ倒しになっている

健康

高齢者が、自分らし
い生き方ができるよう
になっている

めざす社会像

• PFS型事業受託サービス
• 事業効果測定サービス
• KDB/PHR統合管理サー
ビス

【高齢者】
自身の健康に関するデータを
行政が積極的に活用するこ
とを許容できるようになる

ウェルビーイング価値（健康）
経済的価値事業創生

PFS: Pay for Success
EBPM: Evidence-based Policy Making

経済的価値の実現を通じてウェルビーイング価値を創生するロジックとKPIを設定

安心・安全
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【事例】エビデンスに基づく介護予防：「健康」価値を実現する仕組み

PFS型介護予防市場創生を通した
生涯QoLへの貢献

日立

※市民・自治体・民間企業

良質な民間介護予防サービスを行政が積極的に活用可能とするエコシステムをPFで実現

EBPMビジネス
プラットフォーム

市民

ウェルネス
企業自治体

介護予防の啓発
普及促進

アウトカムにコミットする
効果的な予防サービス

KDBとPHRを活用した
エビデンスに基づく介護予防事業

PFS型介護予防
ビジネスモデル
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 個人情報は、氏名、生年月日、マイナンバーなどの「個人特定情報」と「匿名化情報」に分離保管
 「個人特定情報」は検索可能暗号化（確率暗号化、乱数化）して情報をお預かり
 「匿名化情報」は個人を特定できない形に仮名化して情報をお預かり

クライアントPC

個人特定情報
例：氏名、生年月日、
住所、電話番号など

その他の情報
例：生年月、性別、
検査結果など

サーバーPC
（クラウド）

乱数

匿名化情報

乱数と匿名化情報をクラウドで保管

個人特定情報を取り除いて送信
(例：生年月日は生年月に変換)

クラウド側では
連結不可能

規則性を有しない方式により
他の文字列に置き換えて送信

検索可能暗号化＋TLS

TLS

TLS：Transport Layer Security

【事例】エビデンスに基づく介護予防： 「安全・安心」価値を実現する仕組み

https://www.hitachi.co.jp/products/it/harmonious/cloud/service/tokumei/index.html

秘匿情報管理サービス「匿名バンク」

https://www.hitachi.co.jp/products/it/harmonious/cloud/service/tokumei/index.html
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